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防災に関する市民意識アンケート調査報告書（概要版） 

令和６年１２月    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                     

計画策定っｍ計画策定のための 

ニーズ調査集計結果 

ｎ

地震災害 (1,626)  

豪雨による洪水 (834)  

強風による災害 (558)  

大規模な建物火
災

(482)  

原子力災害 (405)  

津波・高潮災害 (307)  

がけ崩れなどの土
砂災害

(299)  

鉄道などの公共
交通機関の事故

(267)  

危険物や化学薬品な

どによる爆発・火災
(99)  

大規模な山火事 (54)  

火山の噴火 (40)  
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■調査目的 

本調査は、今後の本市の防災施策の策定を進める上での基礎資料データの取得、震災後の自助・共助の取り

組みの実態の把握を行い、その結果を分析し、今後の防災施策に反映させることを目的とするものである。 

また、令和６年能登半島地震等の状況を踏まえ、今後の本市の避難所環境改善の参考とするための事項や、

宮城県第五次地震被害想定調査を受けた「仙台市震災対策アクションプラン」策定の参考のため、電気火災の

防止等に関する事項を調査項目として新設した。 

 

■調査の概要 

●調査実施期間    令和６年９月 18 日（水）～令和６年 10 月 11 日（金） 

●調査対象      小学校区の人口比率に基づき、令和６年８月１日現在、満 16 歳以上の 

市民 5,000 人を住民基本台帳から抽出 

●調査方法      郵送による配布、郵送及び WEB による回答（無記名式） 

●総回収数・率    1,736 件（34.7％） 

●有効回答件数・率  1,735 件（34.7％） ※前回 1,969 件（39.4％） 

 

■調査機関 

●調査主体       ：仙台市危機管理局防災・減災部防災計画課  

●調査実施及び集計・分析：株式会社東京商工リサーチ 東北支社 

 

１．災害に対する危機意識について                                  

■生活の中で特に不安に思う災害 

生活の中で特に不安に思う災害を心配な順に３つまで選んでもらったところ、「地震災害」が 4,611 点と突出

した点数となった。以下、「豪雨による洪水」（1,476 点）、「強風による災害」（816 点）となった。 

前回調査と比較すると、「豪雨による洪水」が３位から２位に上がっており、近年の全国各地の豪雨災害によ

る被害の影響が推察される結果となった。 

調査概要 

調査結果 

ｎ

地震災害 (1,814)  

強風による災害 (894)  

豪雨による洪水 (779)  

原子力災害 (545)  

大規模な建物火
災

(560)  

津波・高潮災害 (294)  

がけ崩れなどの土
砂災害

(279)  

鉄道などの公共
交通機関の事故

(272)  

危険物や化学薬品な

どによる爆発・火災
(132)  

大規模な山火事 (59)  

火山の噴火 (32)  
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令和６年度調査結果 令和元年度調査結果 

 

 

※１番目に選んだ災害に３点、２番目に２点、３番目に 1 点を 

付与し合計 

 

※１番目に選んだ災害に３点、２番目に２点、３番目に 1 点を 

付与し合計 
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全　体 (1,735)  
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20～29歳 (118)  

30～39歳 (185)  
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２．防災訓練について（共助）                                    

■防災訓練などへの参加の有無について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■防災訓練などへの参加状況（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
■防災訓練へ参加しない理由（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和６年度調査結果 

令和６年度調査結果 

令和６年度調査結果 

n＝（1,735）

学校や職場での消防訓練や防
災訓練への参加

町内会などの地域団体が主催
する防災訓練への参加

仙台市が主催する防災訓練へ
の参加

上記以外の防災講演会・シンポジ

ウム・座談会などへの参加

いずれも参加したことがない

無回答

51.9 

37.3 

8.5 

7.2 

27.6 

2.1 

0 20 40 60
(％)

※「何らかの訓練などに参加したことがある」割合 

 

防災訓練などへの参加状況を年齢別にみると「何

らかの訓練などに参加したことがある」の割合が

『16～19 歳』で 91.4％と最も多くなっており、次

いで『20～29 歳』は８割台、『30～39 歳』から『65

～69 歳』では７割台、70 歳以上では５～６割となっ

ている。 

 

防災訓練へ参加しない理由をたずねたところ、全

体では、「訓練があることを知らなかった」が38.8％

と最も多くなっている。 

年齢別にみると、『16～19 歳』『20～29 歳』では、

「訓練があることを知らなかった」が半数を超え、

『40～49 歳』から『80 歳以上』では、「必要性は感

じているが参加していない」の割合が他の年齢に比

べ多い。 

防災訓練等への参加状況については、「学校や職

場での消防訓練や防災訓練への参加」が 51.9％、

「町内会などの地域団体が主催する防災訓練への

参加」が 37.3％となっている。また、「いずれも参

加したことがない」は 27.6％となっている。 
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３．ハザードマップについて（自助）                                 

■ハザードマップ閲覧の有無（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

■自宅周辺での災害リスクの把握（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和６年度調査結果 ハザードマップを見たことがあるかについては、

媒体を問わずハザードマップを見たことがある割

合が、全体で合計 72.7％となっており、その内訳と

して、「紙面版のみ見たことがある」が 37.8％で最

も多く、次いで「インターネット版のみ見たことが

ある」（19.5％）が続いた。 

年齢別にみると、若年層では「インターネット版

のみ見たことがある」が多く、年齢が上がるにつれ

て「紙面版のみ見たことがある」が多くなる傾向に

ある。 

令和６年度調査結果 ハザードマップを見たことがある人の中で、自宅

周辺でどのような災害リスクがあるかを把握して

いるかどうかについてたずねたところ、全体では、

「災害リスクを把握できている」が53.7％、「ハザー

ドマップを見たことがあるが、災害リスクはあまり

把握していない」が 44.4％となった。 

年齢別には、『30～39 歳』が「災害リスクを把握

できている」が 66.2％と最も多かった。一方、『16

～19 歳』『20～29 歳』や『70～79 歳』『80 歳以上』

において「ハザードマップを見たことがあるが、災

害リスクはあまり把握していない」が過半数以上と

なっている。 
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n＝（405）

ハザードマップを見ようと思っている
が、見る方法がわからない

ハザードマップの存在を知らなかった

災害が近づいている時や現に災害が発生

した時にハザードマップを見ようと思ってい

る

今までに自分の身の回りで災害によ
る被害が発生したことがない

ハザードマップに掲載されている内
容に関心がない

おそらく自分は被害に遭わないと思う
から見る必要がない

ハザードマップに掲載されている内
容が信用できない

その他

無回答
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n＝（616）

ハザードマップを見ようと思っている
が、まだ見ていない

ハザードマップの存在を知らなかった

市内で災害発生のおそれが高まった時
にハザードマップを見ようと思っている

住まいや勤務先等、日常を過ごす地
域で災害被害が発生したことがない

市内で災害が発生した時にハザード
マップを見ようと思っている

ハザードマップに掲載されている内
容に関心がない

ハザードマップに掲載されている災
害リスクを信用できない

その他

無回答
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n=(560)  

一度見たことがあるが、内容を忘れてしまった

ハザードマップの種類が多く、全ての災害リスクを

把握できているかわからない

地図の縮尺が小さいことなどから、自宅周辺の状

況がよくわからない

ハザードマップの表示の意味などがよくわからない

その他

無回答
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(%)

■自宅周辺での災害リスクを把握していない理由 

ハザードマップを見たことがある人の中で、災害リスクを把握していない理由をたずねたところ、「一度見た

ことがあるが、内容を忘れてしまった」が 58.0％で最も多く、次いで「ハザードマップの種類が多く、全ての

災害リスクを把握できているかわからない」（27.9％）、「地図の縮尺が小さいことなどから、自宅周辺の状況が

よくわからない」（24.1％）が続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ハザードマップを閲覧したことがない理由 

ハザードマップを見たことがない人の中でその理由をたずねたところ、「ハザードマップを見ようと思ってい

るが、見る方法がわからない」が 30.4％と最も多く、以下、「ハザードマップの存在を知らなかった」（28.6％）、

「災害が近づいている時や現に災害が発生した時にハザードマップを見ようと思っている」（26.7％）となり、

ハザードマップの閲覧方法や存在に関する周知に課題が見られる結果となった。 

前回調査と比較すると、選択肢が異なるため単純比較はできないものの、「ハザードマップを見ようと思って

いるが、見る方法がわからない（まだ見ていない）」、「ハザードマップの存在を知らなかった」が上位であるこ

とに変わりなく、前回同様の傾向である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和６年度調査結果 

令和６年度調査結果 令和元年度調査結果 
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n＝（1,735）

テレビ（データ放送除く）

常時携帯している情報端末 (ス
マートフォン・携帯電話など）

ラジオ

テレビのデータ放送（ｄボタン）

常時携帯していない情報端
末（パソコン・タブレットなど）

その他

情報を収集していない

無回答

79.6 

74.5 

35.3 

24.3 

8.6 

0.6 

0.9 

1.2 

0 20 40 60 80 100
(％)

ｎ

□ テレビ（データ放送除

く）

□ テレビのデータ放送（ｄ

ボタン）

□ 常時携帯していない情

報端末（パソコン・タブ

レットなど）

□ 常時携帯している情報

端末 (スマートフォン・

携帯電話など）

□ ラジオ

全　体 (1,735)

１６～１９歳 (35)

２０～２９歳 (118)

３０～３９歳 (185)

４０～４９歳 (257)

５０～５９歳 (304)

６０～６４歳 (148)

６５～６９歳 (164)

７０～７９歳 (347)

８０歳以上 (158)

ｎ

□ その他 □ 情報を収集していない

全　体 (1,735)

１６～１９歳 (35)

２０～２９歳 (118)

３０～３９歳 (185)

４０～４９歳 (257)

５０～５９歳 (304)

６０～６４歳 (148)

６５～６９歳 (164)

７０～７９歳 (347)

８０歳以上 (158)

79.6

74.3

71.2

74.6

78.2

81.3

85.8

83.5

82.7

77.2

0 50 100
(%)

24.3

17.1

10.2

14.6

23.7

29.6
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28.7

27.1

26.6

0 50 100
(%)

8.6

5.7

6.8

7.6

9.7

13.2

8.8

9.1

8.1

3.2

0 50 100
(%)

74.5

82.9

89.0

88.1

88.7

87.2

83.8

73.2

54.8

36.7

0 50 100
(%)

35.3

8.6

11.9

20.0

22.2

25.3

41.2

36.6

60.8

53.8

0 50 100
(%)

0.6

-

0.8

0.5

0.8

0.3

0.7

0.6

0.9

0.6

0 50 100
(%)

0.9

2.9

2.5

0.5

-

0.3

-

0.6

1.2

2.5

0 50 100
(%)

４．避難情報の収集について（公助）                                 

■災害発生時や発生しそうな時の情報収集手段 

災害発生時や発生しそうな時の情報収集手段については、「テレビ（データ放送除く）」が 79.6％と最も多く、

次いで「常時携帯している情報端末(スマートフォン・携帯電話など）」（74.5％）となっている。前回調査に比

べて「常時携帯している情報端末(スマートフォン・携帯電話など）」の割合が 8.4％増えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■災害発生時や発生しそうな時の情報収集手段（年齢別） 

年齢別にみると、「テレビ（データ放送除く）」がどの年代でも７割以上と多くなっている。60 歳台以下では

「常時携帯している情報端末（スマートフォン・携帯電話など）」が７割を超えている一方、70 歳以上では、他

の年齢に比べ少なくなっている。また、70 歳以上では「ラジオ」が５割以上となり、他の年齢に比べて多くなっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n＝（1,969）

テレビ（データ放送除く）

常時携帯している情報端末 (ス
マートフォン・携帯電話など）

ラジオ

テレビのデータ放送（ｄボタン）

常時携帯していない情報端
末（パソコン・タブレットなど）

その他

情報を収集していない

無回答

82.2 

66.1 

44.4 

32.1 

11.7 

1.3 

0.4 

0.3 

0 20 40 60 80 100
(％)

令和６年度調査結果 令和元年度調査結果 

令和６年度調査結果 
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ｎ

全　体 (1,735)

１６～１９歳 (35)

２０～２９歳 (118)

３０～３９歳 (185)

４０～４９歳 (257)

５０～５９歳 (304)

６０～６４歳 (148)

６５～６９歳 (164)

７０～７９歳 (347)

８０歳以上 (158)

8.6

11.0

13.0

8.6

20.7

16.9

22.6

39.5

49.4

65.7

62.7

63.2

61.9

45.7

56.8

50.6

36.6

24.7

17.1

16.9

17.3

21.8

24.7

19.6

18.9

11.5

8.2

8.6

9.3

4.3

5.8

7.2

4.7

6.1

7.5

5.7

0.0

0.0

2.2

1.9

1.6

2.0

1.8

4.9

12.0

(%)
23.3 48.8 17.8 6.5 3.6

(%)

【

警
戒

レ
ベ
ル

３
】

高
齢
者

等
避
難

の
発

令 【

警
戒

レ
ベ
ル

４
】

避
難
指

示
の
発

令

【

警
戒

レ
ベ
ル

５
】

緊
急
安

全
確
保

の
発

令 わ
か
ら

な
い

無
回
答

n＝（1,735）

防災アプリ（Ｙａｈｏｏ！防災速報
など）

行政機関のウェブサイト（気象庁や
宮城県のサイトなど）

仙台市公式ホームページ

仙台市避難情報ウェブサイト

仙台市公式ＳＮＳ（Ｘ、ＬＩＮＥな
ど）

行政機関以外のＳＮＳ

メール配信サービス（杜の都防災メー

ル・気象会社のメール配信サービス

など）

行政機関以外のウェブサイト

その他

無回答

47.5 

43.4 

30.8 

18.8 

16.5 

16.0 

14.5 

8.4 

1.9 

3.6 

0 10 20 30 40 50
(％)

n＝（1,367）

防災アプリ（Ｙａｈｏｏ防災速報な
ど）

行政機関のウェブサイト（気象庁や

宮城県のサイトなど）

ＳＮＳ（ツイッター・フェイスブック
など）

メール配信サービス（杜の都防災
メール・気象会社メール配信等）

仙台市公式ホームページ

仙台市避難情報ウェブサイト

行政機関以外のウェブサイト

その他

無回答

45.2 

36.4 

25.4 

24.4 

19.0 

17.8 

13.0 

1.2 

2.6 

0 10 20 30 40 50
(％)

■ＰＣやスマートフォンで情報収集の際に利用しているもの 

パソコンやスマートフォンなどを活用し、どのように情報を収集しているかをたずねたところ、「防災アプリ 

（Ｙａｈｏｏ！防災速報など）」が 47.5％と最も多く、以下、「行政機関のウェブサイト（気象庁や宮城県の

サイトなど）」（43.4％）、「仙台市公式ホームページ」（30.8％）となっている。 

前回調査同様、「防災アプリ（Ｙａｈｏｏ！防災速報など）」「行政機関のウェブサイト（気象庁や宮城県のサ

イトなど）」が突出して多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．避難行動について                                 

■避難を開始すべきと思う警戒レベル（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和６年度調査結果 災害の危険のある場所にいて、避難情報が発令さ

れた場合にどの時点で避難行動をとるべきかをた

ずねたところ、全体では、「【警戒レベル４】避難指

示の発令」が 48.8％で最も多く、次いで「【警戒レ

ベル３】高齢者等避難の発令」（23.3％）となった。 

年齢別には 65 歳以上の高齢者において「【警戒レ

ベル４】避難指示の発令」で避難行動をとるとの回

答も多く、「【警戒レベル３】高齢者等避難の発令」

での避難行動が十分に浸透していない結果となっ

た。 

 

令和６年度調査結果 令和元年度調査結果 
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ｎ

衛生的・快適なトイレの設置 (1,380)  

パーティションによるプライバ
シーの確保

(1,073)  

簡易ベッド等による就寝環境
の確保

(547)  

温かい食事の提供 (481)  

高齢者・障害者に配慮したス
ペースの設置

(342)  

医療・福祉支援の確保 (310)  

女性に配慮したスペースの
設置

(263)  

入浴機会の確保 (245)  

防犯対策の実施 (168)  

ペット用避難スペースの設置 (155)  

キッズスペースの確保 (50)  

福祉施設への移動の手配 (35)  

洗濯機会の確保 (30)  

外国人など多様性に配慮し
た表示やスペースの設置

(16)  

特にない (13)  

3,122 

2,524 

1,038 

843 

626 

563 

455 

324 

266 

265 

79 

51 

36 

20 

24 

0 1,000 2,000 3,000 4,000
(点)

ｎ

□ 市職員、消防職員、消

防団員、町内会の役員

などが避難の広報を呼

びかけているのを確認

したとき

□ 近所の人が避難を開始

したことを確認したとき

□ 直接、誰かに避難を呼

びかけられたとき

□ テレビによる呼びかけ □ 携帯電話、スマートフォン

への通知

全　体 (1,735)

１６～１９歳 (35)

２０～２９歳 (118)

３０～３９歳 (185)

４０～４９歳 (257)

５０～５９歳 (304)

６０～６４歳 (148)

６５～６９歳 (164)

７０～７９歳 (347)

８０歳以上 (158)

ｎ

□ ＳＮＳ（Ｘ、ＬＩＮＥなど）

による呼びかけ

□ あくまで自分で判断し

避難する

全　体 (1,735)

１６～１９歳 (35)

２０～２９歳 (118)

３０～３９歳 (185)

４０～４９歳 (257)

５０～５９歳 (304)

６０～６４歳 (148)

６５～６９歳 (164)

７０～７９歳 (347)

８０歳以上 (158)

73.0

65.7

73.7

74.6

76.3

70.7

79.7

70.7

72.0

73.4

0 50 100
(%)

57.1

51.4

61.9

59.5

60.7

57.9

61.5

51.8

55.0

53.2

0 50 100
(%)

56.9

60.0

63.6

60.5

61.1

58.2

60.1

50.0

51.0

57.6

0 50 100
(%)

52.6

62.9

48.3

51.4

54.5

51.0

58.1

54.3

55.0

46.2

0 50 100
(%)

52.7

54.3

54.2

55.1

61.5

55.6

56.8

54.3

47.6

38.6

0 50 100
(%)

14.8

31.4

31.4

22.7

18.7

15.1

11.5

8.5

8.9

6.3

0 50 100
(%)

27.6

34.3

22.9

22.2

34.6

29.3

16.9

23.8

28.8

32.9

0 50 100
(%)

■避難を開始するきっかけ（年齢別） 

避難行動の開始タイミングについてたずねたところ、全体では、「市職員、消防職員、消防団員、町内会の役

員などが避難の広報を呼びかけているのを確認したとき」が 73.0％で最も多く、次いで「近所の人が避難を開

始したことを確認したとき」（57.1％）、「直接、誰かに避難を呼びかけられたとき」（56.9％）が続いた。 

年齢別にみると、『16～19 歳』『20～29 歳』では「SNS（X、LINE など）による呼びかけ」が３割を超えて、他

の年代よりも相対的に多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．避難所の環境について                                 

■避難所利用時に配慮してほしいこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和６年度調査結果 避難所を利用することになった場合に、どのよう

なことに配慮してほしいと考えるかについてたず

ねたところ、「衛生的・快適なトイレの設置」が3,122

点でもっとも高く、次いで「パーティションによる

プライバシーの確保」（2,524 点）、「簡易ベッド等に

よる就寝環境の確保」（1,038 点）と続いた。 

いずれも能登半島地震等の災害で大きな課題と

なった事項であり、その影響と推察される結果と

なった。 

 

※１番目に選んだ避難所利用時に配慮してほしいことに３点、 

２番目に２点、３番目に１点を付与し合計 

令和６年度調査結果 
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n＝（173）

近所付き合いがあまりない

自分自身の身体が不自由

自分の家族にもお年寄りや乳幼児等
がいるので、近所まで手が回らない

災害時要援護者がどこにいるかわか
らない

他人のことにはあまり関わりたくない

行政が直接支援すべきだと思う

その他

無回答

40.5 

38.2 

26.6 

26.6 

12.1 

12.1 

13.9 

0.6 

0 10 20 30 40 50
(％)

n＝（1,735）

安否確認

安全な場所への避難の手助け

災害状況や避難情報の伝達

家族や親族への連絡

一時的な保護

生活必需品の確保

介護や手当て

精神的ケア

その他

協力できない、または難しい

わからない

無回答

60.5 

58.6 

49.2 

47.4 

24.3 

22.3 

16.5 

10.7 

1.3 

10.0 

7.1 

1.1 

0 20 40 60 80
(％)

n＝（162）

近所付き合いがあまりない

災害時要援護者がどこにいるかわか
らない

家族にもお年寄りや乳幼児等がいる
ので、近所まで手が回らない

自分自身の身体が不自由

他人のことにはあまり関わりたくない

行政が直接支援すべきだと思う

その他

無回答

37.0 

35.8 

30.2 

28.4 

11.1 

6.8 

11.7 

1.9 

0 10 20 30 40
(％)

n＝（1,969）

安否確認

安全な場所への避難の手助け

災害状況や避難情報の伝達

家族や親族への連絡

生活必需品の確保

一時的な保護

介護や手当て

精神的ケア

その他

協力できない、または難しい

わからない

無回答

59.0 

57.9 

48.8 

44.3 

23.0 

20.9 

19.3 

9.0 

1.4 

8.2 

5.1 

1.9 

0 20 40 60 80
(％)

７．災害時要援護者対策について                                 

※「災害時要援護者」とは高齢者・障害者・妊産婦・乳幼児・児童・外国人など災害時一連の行動において第三

者の支援が必要な方々をいいます 

■災害時要援護者の支援に協力できること 

大地震などの災害時に、近隣に住む家族以外の災害時要援護者の支援に協力できることをたずねたところ、

「安否確認」が 60.5％でもっとも多く、次いで「安全な場所への避難の手助け」（58.6％）、「災害状況や避難情

報の伝達」（49.2％）、「家族や親族への連絡」（47.4％）と続いた。 

前回調査と比較して、今回も「安否確認」「安全な場所への避難の手助け」が５割を超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■災害時要援護者の支援に協力できない理由 

災害時要援護者の支援に協力できない理由をたずねたところ、「近所付き合いがあまりない」が 40.5％と最も

多く、以下、「自分自身の身体が不自由」（38.2％）、「自分の家族にもお年寄りや乳幼児等がいるので、近所まで

手が回らない」「災害時要援護者がどこにいるかわからない」（26.6％）となっている。 

前回調査と比較して、「災害時要援護者がどこにいるかわからない」については 35.8％から 26.6％へと大き

く減少している。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和６年度調査結果 

令和６年度調査結果 令和元年度調査結果 

令和元年度調査結果 
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ｎ

全　体 (1,735)

１６～１９歳 (35)

２０～２９歳 (118)

３０～３９歳 (185)

４０～４９歳 (257)

５０～５９歳 (304)

６０～６４歳 (148)

６５～６９歳 (164)

７０～７９歳 (347)

８０歳以上 (158)

60.0

59.3

75.1

74.7

78.6

85.8

84.8

85.9

76.6

40.0

40.7

24.9

24.9

21.4

14.2

15.2

11.8

19.6

0.0

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

0.0

2.3

3.8

(%)
78.2 20.6 1.2

(%)

は

い

い

い

え

無

回

答

ｎ

全　体 (1,735)

１６～１９歳 (35)

２０～２９歳 (118)

３０～３９歳 (185)

４０～４９歳 (257)

５０～５９歳 (304)

６０～６４歳 (148)

６５～６９歳 (164)

７０～７９歳 (347)

８０歳以上 (158)

11.4

7.6

15.7

14.0

14.1

17.6

15.9

20.2

22.8

5.7

4.2

3.8

2.3

4.9

4.7

6.7

15.0

10.8

17.1

18.6

23.8

31.9

35.9

39.9

34.8

30.0

27.2

65.7

69.5

56.8

51.4

45.1

37.8

39.6

32.0

29.1

0.0

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

3.0

2.9

10.1

(%)
16.2 7.1 30.5 44.0 2.2

(%)

感

震

ブ

レ
ー

カ
ー

を

設

置

し
て

い

る

設

置

し

て
い

な

い

が
、

今

後
設

置

す

る

予

定

で
あ

る

設

置

し

て
お

ら

ず
、

今

後
設

置

す

る

予

定

は
な

い

わ

か

ら

な
い

無

回

答

８．地震対策について                                 

■「感震ブレーカー」の設置状況（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■電気火災防止のためのブレーカー操作の認知度（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度調査結果 電気火災防止のため、地震発生時にブレーカーを

落とす行為が有効であることを知っているかどう

かをたずねたところ、全体では「はい」が 78.2％と

多く、8割程度の人が有効であることを認知してい

た。 

年齢別に見ると、『16～19 歳』『20～29 歳』にお

いては「はい」の割合が相対的に少なくなっている。 

 

令和６年度調査結果 「感震ブレーカー」の設置状況については、全体

では「設置しておらず、今後設置する予定はない」

が 30.5％で最も多く、次に、「感震ブレーカーを設

置している」（16.2％）、「設置していないが、今後

設置する予定である」（7.1％）となった。なお、「わ

からない」は 44.0％で多かった。 

 年齢別には、おおむね若年層ほど「わからない」

が多く、20 歳台以下においては６割を超えている。 
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